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借家制度の検討・見直しの状況について

10月28日 法務省民事局

１ はじめに

２ 検討・見直し作業の現状について

３ 定期借家制度に関する検討事項について

(1) 定期借家契約の意義

(2) 居住用建物についての普通借家契約から定期借家契約への切替えの解禁について

(3) 定期借家契約締結の際の賃貸人の書面による説明義務の廃止について

(4) 居住用定期借家契約の賃借人の中途解約権の廃止について

４ 正当事由制度に関する検討事項について

(1) 正当事由制度の概要

(2) 正当事由の客観化について

(3) 立退料の位置付け・在り方について
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【借地借家法参考条文】

１ 定期借家制度について

（定期建物賃貸借）

第三十八条 期間の定めがある建物の賃貸借をする場合においては、公正証書による等書面によ

って契約をするときに限り、第三十条の規定にかかわらず、契約の更新がないこととする旨を

定めることができる。この場合には、第二十九条第一項の規定を適用しない。

２ 前項の規定による建物の賃貸借をしようとするときは、建物の賃貸人は、あらかじめ、建物

の賃借人に対し、同項の規定による建物の賃貸借は契約の更新がなく、期間の満了により当該

建物の賃貸借は終了することについて、その旨を記載した書面を交付して説明しなければなら

ない。

３ 建物の賃貸人が前項の規定による説明をしなかったときは、契約の更新がないこととする旨

の定めは、無効とする。

４ 第一項の規定による建物の賃貸借において、期間が一年以上である場合には、建物の賃貸人

は、期間の満了の一年前から六月前までの間（以下この項において「通知期間」という。）に

建物の賃借人に対し期間の満了により建物の賃貸借が終了する旨の通知をしなければ、その終

了を建物の賃借人に対抗することができない。ただし、建物の賃貸人が通知期間の経過後建物

の賃借人に対しその旨の通知をした場合においては、その通知の日から六月を経過した後は、

この限りでない。

５ 第一項の規定による居住の用に供する建物の賃貸借（床面積（建物の一部分を賃貸借の目的

とする場合にあっては、当該一部分の床面積）が二百平方メートル未満の建物に係るものに限

る。）において、転勤、療養、親族の介護その他のやむを得ない事情により、建物の賃借人が

建物を自己の生活の本拠として使用することが困難となったときは、建物の賃借人は、建物の

賃貸借の解約の申入れをすることができる。この場合においては、建物の賃貸借は、解約の申

入れの日から一月を経過することによって終了する。

６ 前二項の規定に反する特約で建物の賃借人に不利なものは、無効とする。

７ 第三十二条の規定は、第一項の規定による建物の賃貸借において、借賃の改定に係る特約が

ある場合には、適用しない。

附 則 （平成一一年法律第一五三号） 抄

（借地借家法の一部改正に伴う経過措置）

第二条 （略）

第三条 第五条の規定の施行前にされた居住の用に供する建物の賃貸借（旧法第三十八条第一項

の規定による賃貸借を除く。）の当事者が、その賃貸借を合意により終了させ、引き続き新た

に同一の建物を目的とする賃貸借をする場合には、当分の間、第五条の規定による改正後の借

地借家法第三十八条の規定は、適用しない。
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２ 普通借家契約における正当事由制度について

（建物賃貸借契約の更新拒絶等の要件）

第二十八条 建物の賃貸人による第二十六条第一項の通知又は建物の賃貸借の解約の申入れは、

建物の賃貸人及び賃借人（転借人を含む。以下この条において同じ。）が建物の使用を必要と

する事情のほか、建物の賃貸借に関する従前の経過、建物の利用状況及び建物の現況並びに建

物の賃貸人が建物の明渡しの条件として又は建物の明渡しと引換えに建物の賃借人に対して財

産上の給付をする旨の申出をした場合におけるその申出を考慮して、正当の事由があると認め

られる場合でなければ、することができない。


